
Again市町村アカデミー 講義

１　そもそものお話し

GIGAスクール構想により、日本の小中学校に
は急激なスピードで一人一台のICT機器環境が構
築されました。この変化は多くの学校に戸惑いと
不安をもたらしたことでしょう。市町村アカデ
ミーはそんな学校を支える市町村教育委員会のた
めに、昨年度より講座を開設しました。本文は、そ
こでの講義をベースにした上で、その後の変化を
踏まえ、これからの学校教育のあり方を、学校DX
を切り口で、みなさんと共に考えていくことを目
指します。

さて、なぜ文部科学省はGIGAスクール構想を
立ち上げたのでしょうか？それを考えるには、
GIGAという名称から理解する必要があります。
GIGAはGlobal and Innovation Gateway for ALL
の頭文字をとったものであり、この変化の激しい
時代の中で、一人一人の学習者に、それぞれの世
界を切り拓くツールを届けようというプロジェク
トなのです。言い換えれば今の学習指導要領の目
指す世界を実現するためのICT機器環境を整備し
ましょうということになります。

では、なぜ、今の学習指導要領は学習者にGlobal 
and Innovation Gatewayが必要と考えたのでしょ
う。それは、今の学習者たちが生きていく世界が、
あまりに変化が激しく、予想ができない世界となっ
たからです。Society5.0、グローバル化、人口減少
そして何より人生100年時代があります。今の高校
生は、その半数が107歳まで生きるとされています。
私はよく今の高校生は107歳になっても同窓会が開
けますよという笑い話をします。なぜなら、今の
高校生は107歳でも同級生がまだ半分生きているか
らなのです。さて、ここで、107歳まで生きること

のできる社会をイメージしてみましょう。これま
では、学校を卒業後、就職し、60過ぎまで働いた
ら退職し、無職となる方が大多数でした。では今
後はどんな生き方になるのかを考えると、これま
での学校〜会社〜引退という３ステージの生き方
は通用しません。これからは、学校の途中から起
業したり、兼業、副業、転職したりすることが当
たり前になります。つまり、単純に３つのステー
ジに分けられるある意味シンプルな生き方から、マ
ルチステージな生き方が求められるというわけで
す。そして、そのような生き方をするには、仕事
が変わるたびに、新たなスキルを獲得しなくては
なりません。また、たとえ職場が変わらなくても、
業務そのものが変化することで、新たなスキルが
求められることもあるでしょう。つまり、自分を
変化に対応させ、常に学び続けるスキルと柔軟な
マインドが不可欠となるわけです。さらに言えば、
最近でいえばGIGAスクール構想と同時に起こっ
たCOVID19による学校のロックダウンで、登校す
ることが当たり前だった学校に登校できないとか、
2020年11月30日にOpenAIがChatGPTを発表した
ことで、学ぶということの意味、学校と先生の役
割が問い直されるようになったことが思い起こさ
れます。つまり先生や生徒という個人レベルでの
トランスフォーメーションから、学校という組織
レベルでも変化に柔軟に対応する体制づくりが求
められるということになります。わたしはそのよ
うに学校自体が変化することを学校DXと言ってき
ました。つまりデジタル化を切り口とした学校自
体のトランスフォーメーションということができ
ます。なお、ここでは学校DXを、学びのDXと校
務のDXという２つの視点で分けて考えていきたい
と思います。

ICTによる学校DXの実現
─デジタル時代の授業SIFT─
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２　立ち位置を知る

（１）なぜ立ち位置を知ることが必要？
さて、学校DXを考える上で重要なのはヴィジョ

ンです。改革はヴィジョンに基づいて、その実現
に向けた戦略を考えることから始まります。これ
まで、組織としての改革には、PDCAが重要であ
るとされてきましたが、PDCAは現在のような変
革期には対応しきれないことがあります。つまり
PDCAはスタートがPlanであることから、一通り
回ってから出ないと修正が効かない、つまり対応
に遅れが出ます。それに対し、アメリカ合衆国で
はベトナム戦争後に、OODAが取り入れられてき
ました。OODAはObserbe→Orient→Decide→Act
であり、まずObserbe（現状把握）が重要となり
ます〈図１〉。現状を把握し、そのデータを分析し
た上で何をすべきかを考え、アクションを起こす
ということになるわけです。変化の激しい現状で
の改革にこそOODAが活きると考え、今回は
OODAに基づき、各学校の立ち位置を知ること

（Obserbe）から、学校DXの実現を目指したいと
考えております。そのため、学校DXを推進するた
めには、学びと校務の２つのDXに対し、学校や自
治体の現状を把握することが求められます。

（２）ICT機器活用の視点での立ち位置
さて、GIGAスクール構想は、新学習指導要領

の学びの実現つまり学校DXを目指すためのICT機
器環境整備となります。ですから、その活用の進
捗は学校DX、特に学びのDXの実現に直結します。
さて、ここで大切なのは、どのような指標でICT
機器活用のレベルを図るのかということになりま
す。文部科学省は全国学力学習調査の質問紙調査
で、ICT機器活用状況について、活用レベルに基
づきいくつかの項目を設定し質問をしています。

まず、第１段階の設問は「ICT機器を使ってる」
というレベルとなります。これは、活用方法を問
わず、「まずは使ってみる」という状況です。現状
では約８割の学校が「週３日以上」この状態にあ
ります。しかし、考えてみれば、整備はしたのに
使わないという状況はあり得ません。ですから、こ
の設問に対しては100％の学校、自治体が「毎日活
用している」と答えるレベルでなくてはなりません。

次の設問は、「自分で調べる場面での活用」です。
これは検索エンジンの活用を指します。ここから
がある意味ICT機器活用のスタートと言えます。こ
れをSAMRモデルに当てはめてみると、S（代替）
となります〈図２〉。つまり、本で調べる代わりに
ネットで調べるということです。レベルとしては

平井　聡一郎（ひらい　そういちろう）
合同会社未来教育デザイン代表社員、株式会社情報通信総合研究所特
別研究員

　茨城県で小中学校教諭、教頭、校長、指導主事として33年間の勤務
後現職。ICT機器活用に関するコンサルティングを中心に活動してい
る。また自治体、私学の教育アドバイザーや、複数の省庁の教育関係
の委員も歴任し、地方からの教育改革の推進に取り組んでいる。

・文部科学省中央教育審議会臨時委員
・文部科学省学校DX戦略アドバイザー
・総務省地域情報化アドバイザー
・デジタル庁デジタル推進委員
・青森県教育改革有識者会議常任委員
・福井県教育振興推進会議委員
・他自治体、私学、教育関連企業のアドバイザー多数

〈図１〉OODAループ 〈図２〉SAMRモデル
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基本的な状態ですが、ここには重要な視点があり
ます。それは同じ「検索する」という行為でも、先
生に指示されて検索するという場面か、自分が不
明点に気づき、自分の意思で調べる場面かという
視点の違いにあります。ここでは後者を目指しま
す。つまり学習者は疑問を持ち、それを解決した
いときに、誰にも指示されることなく、自分の意
識で端末を取り出し、そして検索し、必要な情報
を獲得するのです。ですからこの設問はICT機器
活用の設問でもあり、主体的な学びの視点での立
ち位置も示します。しかし、現状では「週３日以
上」の活用で約７割にとどまっています。よって、
全ての学校がこの設問に対し「毎日活用している」
と答えなくてはならないし、教育委員会はそうな
るよう支援しなければらないということです。

さて、ここからが学びの変化に直結する設問に
なります。まずは「自分の考えをまとめ、発表す
る場面での活用」です。これは授業支援アプリや
プレゼンテーションアプリが主な活用場面となり
ます。実はICT機器活用の初期段階では最も重要
な場面がこの設問の示す状況なのです。つまり学
習者が自分の学習結果を自分の言葉で、テキスト
で、図でアウトプットする活動だからです。これ
はSAMRモデルに当てはめてみると、A（拡張）
となります。それは、端末上で複数のメディアを
組み合わせるマルチメディアを実現することで、単
なる模造紙やホワイトボードの代替を超えたこと
になります。ここでも100％「週３日以上」活用し
なくてはならないのですが、実際は約４割です。文
部科学省も学校DXのKPIで80％の学校の活用を
目指しています。実は、ここで留意すべきは、こ
の発表の場面が模造紙やホワイトボードの代替に
とどまり、教師主導の授業から脱却できていない
にも関わらず、自分たちはICT機器活用が十分で
きていると錯覚しているケースが多いことにあり
ます。ですから、教育委員会は検索同様、常に活
用の質を問い続ける必要があるでしょう。

さて、いよいよ本来の学びのDXに迫るレベルの
設問となります。それが「児童・生徒同士がやり
とりする場面での活用」となります。

これは、クラウドを活用し共有した作品に、相
互にコメントを送り合ったり、協働作業をしたり
する場面を想定しています。しかし、こうした活
用はこれまでの教員にとっては経験が少なく、結

果として「月１回以下」の活用という手付かずの
学校が約２割と多いことが課題となってます。そ
のため、ここが現時点で学びのDXの推進への壁で
あり、逆に言えば、この壁を突破することで、大
きく学びが変わるきっかけになりうると考えます。
つまり、学びを学習者に委ねるということになり
ます。教育学者のブロンソンは学校の情報技術モ
デルにおいて、口頭継承パラダイムという教師主
導による知識伝達型のモデルの次のパラダイムに
生徒同士のやりとりを示しています〈図３〉。

つまりの教師→学習者の「縦の学び」から学習
者同士の「横の学び」となり、さらには「縦の学
び」×「横の学び」という新しい学びとなります。
ですからこの段階は、SAMRモデルにおける、M

（変容）となり、これまでの学びが大きく変わる新
しい学びが生まれた状況と言えるでしょう。それ
だけに、文部科学省もいきなり100％を求めず、ま
ずは80％を目指しています。

ではSAMRモデルにおける、R（再定義）はど
のような状況でしょう。これはテクノロジーによ
り、これまでは考えられなかった全く新しい学び
が創造された状況といえます。これは「端末の家
への持ち帰り」であったり「生成AI」の活用とな
ります。ブロンソンのモデルで言えば「情報技術
パラダイム」となります。この段階となると、先
生の役割もこれまでとは変化し、まさに学校DXが
実現した姿と言えるでしょう。現実には、まだま
だこのレベルの学校は数少ないのが現状です。で
すから、まずは持ち帰ること、先生が生成AIを使
うことなど、できるところから始めることが大切
だと考えます。

さて、ではなぜこの持ち帰りが、SAMRモデル
で最上位の位置付けとなるのでしょうか？それは
端末を持ち帰ることは、学びの場が学校にとどま
らず、家庭に拡がることを意味するからです。こ

〈図３〉ブロンソンの学校情報技術モデル

vol.15022



れは従来の宿題のイメージとは違います。
誰もが同じ内容に取り組む従来型の宿題は、
およそ学びとは程遠い、いわば作業にちか
いものがありました。端末を持ち帰ること
で、改めて「学校でしかできない学び」と

「家の方が効果的にできる学び」という二つ
の視点で学びを問い直すことが求められま
す。ここでの「学校でしかできない学び」
を象徴することが、リアルな対面による学
習者同士のやりとりとなるわけです。端末
の持ち帰りによって、なにが家で学ぶこと
かを考えることが、改めて学校での学びと
はなにかを考える機会となったわけです。
では、家の方が効果的な学びとはなにかを考えて
みましょう。これは個別最適な学びにおける、「指
導の個別化」での自由進度の学びや、「学習の個性
化」での個人探究などがあてはまります。例えば、
個別にAIドリルに取り組む場面やレポートを個別
に作成している場面をイメージしてください。個
人がもくもくと学びに向かう場面は学校である必
要性はなく、家で自分のペースで進めた方が効果
的と言えます。動画教材の試聴による反転学習も
これに当てはまります。

（３）学びのデザインの視点での立ち位置
これまで、ICT機器活用に視点を置いて立ち位

置を考えてきましたが、ここでは学びに視点を当
てます。学習指導要領は主体的、対話的で深い学
びを目指しています。そこで、学校DXにおける学
びのDXでは、まずは教師主導の学びから、学習者
主体の学びへの転換を目指します。ここで「主体」
という言葉の意味を考えてみましょう。「学び」に
は様々な要素がありますが、授業という学びをデ
ザインする上で、私は誰が決定するのかによって
主体の対象が決定すると考えています。つまり、

「学習者主体」というのは「学習者自身が決定す
る」ことを意味するということです。授業の場面
で言えば、いかに学習者の自己決定の場が確保さ
れているかということになります。OECDは2030
年に向けた生徒エージェンシーにおいて、共同エー
ジェンシーの段階としてプロジェクトにおける、子
ども（生徒）と大人（先生）の意思決定の比率を
９つのレベルで示しました〈図４〉。レベル０では、

「大人がすべての活動を主導し、すべての意思決定
を行うのに対して若者は沈黙を保つ」であること

に対し、レベル８では、「若者が主導し、 大人とと
もに意思決定を共有する」と意識決定の視点で
PBLの学びのレベルを示しています。

ここでのポイントは、先生が自分の授業を振り
返り、どのレベルで授業を行っているかを認識す
ることです。先生自身が自分の授業における主体
的な学びのレベルを自己分析することで、自ら授
業改善に取り組んでくれることを期待します。

これが立ち位置を知るということになります。

３　目指すべき学びのデザイン

これまで、ICT機器活用や、先生の関わりにつ
いて考えてきましたが、ここからは目指すべき学
びの姿を、PBLの授業デザインを通して考えてい
きます。さて、私はPBLを考える上で３つの視点
を捉えています。

（１）Problem Based Learning
まず最初のPBLはProblem Based Learningとな

ります。これはジョン・デューイが提唱したもの
で問題解決学習と訳され、課題を解決する経験を
通して学んでいく学習法です。一般には答えが一
つに決められていない問題を解決する学習を想定
していますが、教科学習においては、例えば答え
が一つで、解決方法が複数である場合も想定され
ます。ここで重要なのは、「〇〇という課題の解決
を通して、△△という教科のねらいを達成する」
というイメージをもつことであり、その解決の過
程に学びの本質があります。このPBLは、１単位
時間から実施可能であり、私は「ちっちゃなPBL」
と呼んでいます。まずは日常の授業から「ちっちゃ
なPBL」に取り組むことで、教師主導、知識伝達

〈図４〉OECD　共同エージェンシー
https://www.oecd.org/education/2030-project/teaching-and-learning/learning/
student-agency/OECD_STUDENT_AGENCY_FOR_2030_Concept_note_
Japanese.pdf

vol.150 23



からの脱却を図れるのではないかと考えます。
（２）Project Based Learning

これが一般にプロジェクト学習と呼ばれるもの
で、問題解決学習に比べ、比較的長時間、長期間
を費やします。実世界に関する解決すべき複雑な
問題や問い、仮説を、プロジェクトとして解決・
検証していく学習と言えます。ここで、このPBL
を進めていく上で大切なポイントをいくつか上げ
ていきましょう。
①　カリキュラムデザイン

まずは学びの段階性を考慮したカリキュラムの
デザインが不可欠となります。いきなり学習者が
自力で課題を設定し、解決することは不可能です。
当初は取り組むべき課題を先生が設定し、解決方
法を自分たちで考えるというように、徐々に手を
離していくことが大切です。ちなみにPBLに長く
取り組んでいるカリフォルニア州サンディエゴの
公立校ハイテックハイやアイダホ州の高校ワンス
トーンでも、完全に１人でPBLに取り組ませるの
は高３になってからです。
②　アウトプット

このPBLでは、解決した結果をどうやってアウ
トプットするかが重要です。プレゼンテーション
なのかレポート作成なのか、それともプロトタイ
プの制作なのか、アウトプットは多種多様です。で
すから、授業のデザインでは、先生がある程度ア
ウトプット方法を想定し、学習者が最適なアウト
プットを選択できるようにしていくことが求めら
れます。
③　データサイエンス

全国のPBLと言われる授業を見ていて気になる
のが、データサイエンスの欠如です。つまり、課
題解決の中にデータに基づく思考を見ることが少
ないという現状があります。フィールドワークで
収集したデータから課題を見出したり、PBLの結
果を、データに基づいて検証したりという活動が、
見られないということです。様々な意思決定が主
観で行われているとも言えます。算数・数学で学
んだ、データの収集や活用を総合的な学習の時間
に活かしていくことが大切です。これが教科の連
携であり、STEAMと言えるでしょう。

（３）Place Based Learning
近年、アラスカ州で「場所に根ざした教育（Place-

Based Education）」という実践が、ハイテックハ

イ等で広がっています。日本でも地域の学習素材
を活かした学びは従来から行われています。私は
義務教育段階でのPBLにおいては、地域に根ざし
た実践が重要と考え、Place Based Learningの実
践を推奨しています。その理由はいくつかありま
すが、まずは学習者にとって課題が身近なもので
あり、自分ごとにしやすいという点があります。

興味関心、必然性など主体的な学びに求めらる
要素が地域には存在します。そして、フィールド
ワークのし易さも見逃せません。ネット情報や本
では得られないリアルな、社会と結びついた学び
の実現が可能になります。そして、それを支える
地域の人的な資源も重要です。学習者は地域に飛
び出すことで、地域の人的ネットワークに支えら
れた学びに取り組みます。

義務教育では、小学校の生活における学校探検、
町探検を経て、徐々に、学びのフィールドを地域
の中で拡げていきます。私はこのカリキュラムデ
ザインをPBLとリンクさせることが大切だと考え
ています。

４　学びを支える環境のデザイン

（１）ICT機器環境
GIGAスクール構想で整備されたICT機器環境は、

端末を中心に更新していかなくてはなりません。
ここでは、更新をどう進めるべきかを考えていき
ます。

NEXT・GIGAを見据え、各自治体の端末更新に
向けた自治体ピッチ第２弾が2024年４月に開催さ
れました。各自治体はまずはこういったイベント
やWebサイトで情報を収集し、実際に触れていく
ことが大切です。
https://ppp-education-dx-pitch.jp/giga2nd/

また、端末更新に併せてネットワーク環境のア
セスメントが欠かせません。まだ学校から問題の
報告がないから大丈夫というのはいささか不安に
なります。活用状況次第では、現時点で問題がな
くても、活用が進んだ段階で問題が顕在化すると
いうケースも出てきます。ですから、将来の活用
を考えアセスメントすることが大切です。通信環
境整備はいわばインフラ整備です。ネットワーク
トラブルは原因が複雑ですので、文部科学省のネッ
トワークアセスメント実施促進事業を利用し、徹
底的に現状を確認することが大切です。そのうえ
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で今後のICT機器活用の進展を踏まえた
ネットワークの改善を図っていきましょう。

（２）教室のあるべき姿
文部科学省は2020年に「新しい時代の学

びを実現する学校施設の在り方について～
Schools for the Future 「未来思考」で実空
間の価値を捉え直し、学校施設全体を学び
の場として創造する～」を発表しました〈図
５〉。これまでの教室は、教師に向かって全
ての学習者が正対する教師主導の一斉教授
型の授業に適した構造です。

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/ 
044/toushin/1414523_00002.htm

ここでは、これからの多様な学びのスタ
イルに柔軟に対応できる校舎作りが提案されてい
ます。ラーニングコモンズやスタジオなど、これ
まではなかった学びの空間が特徴です。今後統廃
合などでの校舎建築に向けて考えていきたいもの
です。加えて、校舎建築はなくても、現在のコン
ピュータ室のラーニングコモンズ化も検討すべき
と考えます。新しい学びには新しい環境ですね。

（３）人的環境
学校DXを進めるためには、先生方だけでなく学

校教育に関わる全ての関係者の意識改革が大切で
す。先生、保護者共に今まで自分の受けてきた教
育、その中での成功体験により、授業はこうある
べきだ、これが普通だという考えが意識レベルで

癖のよう染み付いています。各地の推進状況を見
ているとキーマンは教育長、校長のように感じま
す。先生方の研修も大切ですが、今後の学校DXの
推進にはトップとミドルリーダーの意識改革に向
けた研修が必須ではないでしょうか？

（４）NEXT・GIGAに向けたKPI
文部科学省は、学校DXの推進に向けて「教育

DXに係るKPIの方向性」としてKPI（重要業績評
価指標）を示しています〈図６〉。これはある意味
文科省からの、この指標に基づいてDXに取り組ん
で欲しいというメッセージと捉えることが大切で
す。まずは、KPIを関係者で共有し、ひとつづつ
取り組むことが大切です。

〈図６〉教育DXに係るKPIの方向性等について
https://www.mext.go.jp/content/20240222-mxt_jogai01-000033449_51.pdf

〈図５〉
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